Nihon ni okeru "Kagaku gijutsu" gainen no seiritsu by 金子  務
日本における「科学技術」概念の成立





































































十人扶持で切支丹改めに協力しつつ、『キリスト教要論』全 3 巻を書き、1685 年（貞享 2）
















井上政重の後任北条安房守氏重の尋問に、キアラが答弁した 1658 年（明暦 4）の記録は興
味深い。後に白石がこれをよく読み、江戸期最後の潜入宣教師シドッティ（1668―1715）の























せる事件が起こった。巡察師ルビノが組織した 2 隊で、従者も含む第一隊 9 人は 1642 年（寛永 19）8
































































5　 野家啓一「科学の変貌と再定義」『岩波講座科学／技術と人間』第 1 巻、1999 年、96 頁。



































地質学者の佐藤傳造であった。佐藤は「田口卯吉氏の科学説を駁す」（第 2 巻第 1 号）で、
大正期に明確になる純粋科学の思想を先取りして、こう述べるのである。なぜ地質学を
geography といわずに geology というか、生物学を biology、岩石学を lithology というの
7　 金子務「近代日本における「理学」概念の成立」鈴木貞美・劉建輝編『東アジア近代における概念と
知の再編成』（国際シンポジウム 2008）、国際日本文化研究センター、2010 年、209―23 頁。














































































10　 ネットー「鉱業試験所設立建議草稿」（明治 15 年起草）、後、『日本鉱業会誌』20 年 11/12 月号に「鉱
業試験設立の必要性」として発表。飯田賢一校注『日本近代思想体系 14　科学と技術』岩波書店、
1989 年、所収。
11　 ワグネル「工業の方針」『日本近代思想体系 14　科学と技術』所収。明治 21 年、京都府における関西
連合共進会の記録、である。
12　 直木倫太郎（1875〔明治 8〕–1943〔昭和 18〕）は土木技術者、科学技術行政官。明治 32 年東京帝国
大学工科大学土木工学科卒、東京市技師・土木課長として築港調査で欧米出張、大蔵省建築技師に転
ずるも復帰、内務省を経て大阪市港湾部長・都市計画部長、関東大震災後の帝都復興院・復興局の長
官・技監となる。大林組取締役兼技師長を経て、昭和 8 年満州国に渡り国務院国道局長、同 10 年大
陸科学院初代院長、交通部技監、参議府参議。
13　 『工学』は日本最初の土木技術者の専門誌で、工部大学校第 4 期卒業生の笠井愛次郎が社長となった














であった。もとを辿れば大正 3 年 9 月に設立された土木学会の初代















出てこないからおそらく間違いである。昭和期に入って初めて、昭和 15 年（1940）8 月 8
日の「科学・技術力総動員、全団体の連合会結成」の三段記事に新用語「科学技術」が現
14　 engineer という言葉は、ラテン語の ingenium（天賦の才）から生まれた言葉で、古来、攻城砲や防
護策に長じた軍事技術者（military engineer）を指していた。アルキメデスやレオナルド・ダ・ヴィ
ンチの例である。スミートンはニューコメン機関の改良やエディストン灯台再建などに活躍、生涯に
1750 もの精密機械工場を建て、民生用技術者に徹した。したがって civil engineering を単に「土木工
学」と訳すのは狭義に失するだろう。






17　 『朝日新聞縮刷版』記事（広告も含む）について「科学技術」で検索した 1940 年 8 月 8 日初出以降の
年度別件数を示しておく。1940 年（昭和 15）：10 件、1941 年（同 16）：54 件、1942 年（同 17）：54
件、1943 年（同 18）：70 件、1944 年（同 19）：68 件、1945 年（同 20）：24 件、1946 年（同 21）：6
件、1947（ 同 22）：1 件、1948 年（ 同 23）：1 件、1949 年（ 同 24）：4 件、1950 年（ 同 25）：2 件、
1951 年（同 26）：0 件、1952 年（同 27）：5 件、1953 年（同 28）：6 件、1954 年（同 29）：6 件、1955






　ここで新用語「科学技術」の紙面頻出度を見ておくと、昭和 15 年（1940）の 10 件を皮
切りに戦前は昭和 18 年の 70 件をピークとし、戦後は、昭和 20 年代は低調で 30 年から増





界の横断的組織がなかったことを反省しての計画であった。昭和 15 年 8 月 6 日、企画院
科学部長兼興亜院技術部長の宮本武之輔の呼びかけで、133 団体（最終 155 団体）の賛同
を得て、8 月 8 日夜神田学士会館で全科技連の発会式を行う、という予告記事である。
　これまで産業資本家や技術者の社交団体としては、大正 7 年 4 月創立の社団法人工政会
（会長八田嘉明、常務理事小野俊一・田部聖・島崎孝彦、会員 3,500 名）があり、機関誌『工業
国策』を持ち、工業生産会議や工業技術会議といった各種審議機関を運営し、国土建設院
などへの建議書を提出してきた。また技術官僚偏重といわれたが、大正 9 年 12 月まず日




　ひき続き昭和 15 年 8 月 9 日付けの『朝日新聞』に、「技術新体制に集ふ／全国の科学人
／ “ 会員 ” 橋田文相も熱弁」の記事が出てくるが、この見出しからもまだ、科学と技術は
バラバラの使い方であることがわかる。この時、各界から 150 余人が参集し、興亜院の本
多光太郎から経過説明があり、長岡半太郎を新連合会の理事長に選出した。今後は会員は
第１～第 10 の専門部会に分属して、電気学術研究審議会など 10 の相互連絡調整機関を作
ることになった
18






18　 なお全科技連は昭和 16 年 6 月に社団法人に組織変更され、16 年には企画院の委嘱で科学技術標準用
語整備委員会を設置、18 年には技術院の助成により、研究隣組運営委員会と研究審議運営委員会を設





















































































21　直木倫太郎「満洲土木學界の創立に際し」『建設』第 9 巻第 10 号、康徳 7 年（1940）10 月。





































23　 清水伸「日本國民運動の新段階」『中央公論』昭和 18 年 11 月号、12―21 頁。
24　 篠原雄
たけし
（1893〔明治 26〕―1967〔昭和 42〕）は生物学者・科学哲学者。大正 8 年東京帝国大学理科大






















































































27　 宮本「テクノクラシーの研究」『土木工学』昭和 8 年 7 月号。
28　 村田純一『技術の哲学』岩波書店、2009 年、183 頁以下の「技術論争」。





























　　本多静雄・篠原登・笹森巽編『宮本武之輔日記』（私家写真版、全 1 万 1000 余頁）と『宮







中岡哲郎『技術を考える 13 章』日本評論社、1979 年。
村上陽一郎『岩波講座現代工学の基礎　工学の歴史』岩波書店、2001 年。
村田純一『技術の哲学』岩波書店、2009 年。
